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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期

中間連結会計期間
第40期

中間連結会計期間
第39期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上高 （千円） 8,563,048 8,229,278 16,895,101

経常利益 （千円） 803,425 1,092,695 1,366,329

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 548,342 708,728 895,169

中間包括利益又は包括利益 （千円） 572,457 713,014 969,593

純資産額 （千円） 6,633,086 7,698,509 7,039,430

総資産額 （千円） 30,392,854 35,798,812 32,606,610

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 132.17 170.82 215.76

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 20.8 20.5 20.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 863,622 △1,626,173 1,006,632

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △279,764 △684,485 △1,533,640

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △445,926 2,446,267 1,117,918

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 4,040,789 4,629,377 4,493,769

 
（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前連結会計年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果などを背景に、緩やかな回

復基調で推移しました。一方で、物価上昇や人手不足の継続に加え、金融政策の変更に伴う金利上昇、中東情勢を

はじめとする地政学的リスクなどにより、先行きは依然として不透明な状況が続きました。

世界経済におきましても、各国の金融・通商政策の動向や地政学的リスクの継続、為替相場の変動などを背景

に、不確実性の高い状況が続きました。

当社グループが属する不動産業界におきましては、主要都市を中心に地価の上昇傾向が継続しました。一方で、

資材価格や人件費の上昇に伴う建築コストの増加に加え、金利上昇に伴う資金調達コストの増加など、事業環境は

引き続き厳しい状況で推移しました。

このような事業環境のもと、当社グループは、不動産売買事業を中核として、マンション管理、リフォーム、大

規模修繕、不動産融資等の各事業を展開し、事業間の連携を通じた収益機会の拡大と収益基盤の強化に取り組んで

まいりました。また、グループ各社の経営資源の有効活用と業務運営の効率化を図り、グループ全体の収益力向上

と持続的な成長に向けた経営基盤の充実に努めてまいりました。

　その結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高8,229,278千円（前年同期比3.9％減）、営業利益1,236,607千

円（同37.7％増）、経常利益1,092,695千円（同36.0％増）、親会社株主に帰属する中間純利益708,728千円（同

29.2％増）となりました。

 

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。

 

①不動産事業

不動産事業におきましては、第１四半期における大口の販売用不動産の売却が寄与し、当中間連結会計期間の業

績は堅調に推移いたしました。また、主力である競売事業においては、引き続き長期在庫物件の売却を進めるとと

もに、在庫回転率の改善と収益性の向上に取り組んでまいりました。今後も収益性が見込める物件の取得と効率的

な販売活動を推進してまいります。

　当中間連結会計期間における不動産事業の売上高は4,469,815千円（前年同期比11.7％減）、セグメント利益は

753,915千円（同57.0％増）となりました。

 

②マンション管理事業

　マンション管理事業におきましては、分譲マンションを中心とした管理業務を展開し、管理棟数・管理戸数の増

加により、事業基盤の拡充が進展しています。

　当中間連結会計期間におけるマンション管理事業の売上高は1,177,855千円（前年同期比0.8％増）、セグメント

利益は41,887千円（同34.4％減）と売上高は微増したものの、人件費等のコスト増加を吸収するには至らず増収減

益となりました。

 

③賃貸事業

　賃貸事業におきましては、当社グループが保有する賃貸等不動産からの賃料収入を基盤として、外部オーナーが

所有するマンション管理物件の賃貸仲介業務などを展開しております。今後とも管理戸数等の増加による更なる営

業基盤の強化を図ってまいります。

　当中間連結会計期間における賃貸事業の売上高は784,598千円（前年同期比12.7％増）、セグメント利益は

314,993千円（同20.2％増）となりました。

 

④家具・家電レンタル事業

　家具・家電レンタル事業におきましては、賃貸住宅入居者をはじめ、賃貸物件オーナーや法人向けにレンタル

サービスを展開し、事業基盤の拡大に取り組んでまいりました。

　当中間連結会計期間における家具・家電レンタル事業の売上高は403,927千円（前年同期比4.0％増）、セグメン

ト利益は20,719千円（同133.3％増）となりました。

 

⑤ソフトウェア事業
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　ソフトウェア事業におきましては、福岡本社および東京・大阪営業所を拠点として、全国を対象に業種特化型ソ

フトウェアの開発・販売を展開しております。また、既存ソフトウェアの機能拡充や保守サービスの充実を図ると

ともに、複数年契約や保守契約の獲得に向けた営業活動を推進し、継続的かつ安定的な収益基盤の強化に努めてま

いりました。

　当中間連結会計期間におけるソフトウェア事業の売上高は118,602千円（前年同期比0.6％減）、セグメント利益

は35,441千円（同14.9％増）となりました。

 

⑥ファイナンス事業

　ファイナンス事業におきましては、事業者向け不動産担保融資を中心に事業を展開しております。金利環境の変

化を踏まえ、貸付金利の見直しを実施するとともに、適切な与信管理とリスク管理に努めてまいりました。

　当中間連結会計期間におけるファイナンス事業の売上高は292,646千円（前年同期比42.4％増）、セグメント利

益は149,276千円（同50.6％増）となりました。

 

⑦建設事業

建設事業におきましては、建築設計・施工、マンションギャラリーのデザイン・施工、住宅のリフォーム・リノ

ベーション等を展開しております。また、マンション管理事業との連携を活かした管理組合からの大規模修繕工事

の受注に加え、戸建住宅やアパートの建築工事にも取り組み、事業領域の拡充と収益基盤の強化に努めてまいりま

した。

　当中間連結会計期間における建設事業の売上高は1,374,306千円（前年同期比23.4％増）となりましたが、建築

コストの高騰の影響もあり、セグメント利益は29,053千円（同2.7％減）と増収減益となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は21,982,947千円となり、前連結会計年度末に比べ2,864,690千円増加

いたしました。これは主に営業貸付金が1,051,250千円、販売用不動産が1,739,861千円増加したことによるもので

あります。固定資産は13,815,864千円となり、前連結会計年度末に比べ327,510千円増加いたしました。これは主

に土地が311,469千円増加したことによるものであります。

　この結果、資産合計は35,798,812千円となり、前連結会計年度末に比べ3,192,201千円増加いたしました。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は19,335,114千円となり、前連結会計年度末に比べ2,229,446千円増加

いたしました。これは主に短期借入金が2,227,766千円増加したことによるものであります。固定負債は8,765,188

千円となり、前連結会計年度末に比べ303,676千円増加いたしました。これは主に長期借入金が294,590千円増加し

たことによるものであります。

　この結果、負債合計は28,100,302千円となり、前連結会計年度末に比べ2,533,122千円増加いたしました。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は7,698,509千円となり、前連結会計年度末に比べ659,078千円増加い

たしました。これは主に親会社株主に帰属する中間純利益708,728千円によるものであります。

　この結果、自己資本比率は20.5％（前連結会計年度末は20.5％）となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は4,629,377千円（前年同期

4,040,789千円）となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、使用した資金は1,626,173千円（前年同期は863,622千円の取得）となりました。これは、主

に税金等調整前中間純利益1,090,047千円、減価償却費304,061千円があった一方で、営業貸付金の増加

1,044,250千円、法人税等の支払303,075千円、棚卸資産の増加1,823,629千円があったことによるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は684,485千円（前年同期は279,764千円の使用）となりました。これは、主に

有形固定資産の取得による支出が648,384千円あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
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　財務活動の結果、取得した資金は2,446,267千円（前年同期は445,926千円の使用）となりました。これは、主

に長期借入金の返済による支出が916,807千円あった一方で、新たな長期借入れによる収入が1,192,358千円、短

期借入金の純増加額が2,227,766千円あったことによるものであります。

(4)会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(5）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

(6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

(7）研究開発活動

　当中間連結会計期間の研究開発費については、特記すべき事項はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,568,800

計 16,568,800

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,148,900 4,148,900
福岡証券取引所

（Q-Board市場）

単元株式数

100株

計 4,148,900 4,148,900 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 4,148,900 － 436,034 － －
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

有限会社ゴー 福岡県福岡市中央区薬院３丁目16－27 1,534,900 37.00

平本　敏夫 福岡県小郡市 800,000 19.28

株式会社九州リースサービス 福岡県福岡市博多区博多駅前４丁目３－18 320,000 7.71

株式会社Ｕ・Ｈプランニング 福岡県福岡市中央区伊崎７－20 180,000 4.34

鈴政　一夫 東京都多摩市 132,300 3.19

株式会社クリエイティブマ

ネージメントコンサルタンツ
福岡県福岡市中央区白金１丁目４－10 100,000 2.41

株式会社ユーティライズ 東京都千代田区神田須田町２丁目６－５ 80,000 1.93

株式会社モダンプロジェ 福岡県福岡市中央区大名１丁目７－３ 80,000 1.93

青池　美和 福岡県福岡市中央区 71,300 1.72

古本　順一 神奈川県川崎市麻生区 65,800 1.59

計 － 3,364,300 81.09

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,148,900 41,489 －

単元未満株式  － － －

発行済株式総数  4,148,900 － －

総株主の議決権  － 41,489 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人ハイビスカスによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,493,769 4,629,377

売掛金 524,461 418,664

販売用不動産 ※ 7,915,262 ※ 9,655,123

未成工事支出金 53,451 136,401

原材料及び貯蔵品 1,975 2,549

営業貸付金 5,990,100 7,041,350

その他 274,988 257,606

貸倒引当金 △135,751 △158,125

流動資産合計 19,118,257 21,982,947

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※ 4,494,108 ※ 4,556,296

土地 ※ 7,795,319 ※ 8,106,788

その他 437,191 419,944

有形固定資産合計 12,726,619 13,083,030

無形固定資産   

のれん 31,172 31,636

その他 32,068 31,793

無形固定資産合計 63,241 63,429

投資その他の資産   

投資有価証券 136,283 164,056

繰延税金資産 388,755 380,373

破産更生債権等 128,399 75,829

その他 129,353 124,974

貸倒引当金 △84,299 △75,829

投資その他の資産合計 698,492 669,405

固定資産合計 13,488,353 13,815,864

資産合計 32,606,610 35,798,812
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 293,085 263,457

短期借入金 14,378,394 16,606,161

１年内返済予定の長期借入金 934,632 915,593

リース債務 4,463 3,167

未払法人税等 295,477 360,094

賞与引当金 168,000 91,155

契約負債 137,080 193,918

その他 894,534 901,567

流動負債合計 17,105,668 19,335,114

固定負債   

社債 150,000 150,000

長期借入金 8,117,493 8,412,084

リース債務 14,945 13,672

繰延税金負債 14,513 16,168

その他 164,558 173,263

固定負債合計 8,461,511 8,765,188

負債合計 25,567,179 28,100,302

純資産の部   

株主資本   

資本金 436,034 436,034

利益剰余金 6,223,697 6,878,490

株主資本合計 6,659,731 7,314,524

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 20,365 16,765

その他の包括利益累計額合計 20,365 16,765

非支配株主持分 359,333 367,218

純資産合計 7,039,430 7,698,509

負債純資産合計 32,606,610 35,798,812
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

    
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 8,563,048 8,229,278

売上原価 6,402,946 5,666,560

売上総利益 2,160,102 2,562,718

販売費及び一般管理費 ※ 1,261,846 ※ 1,326,111

営業利益 898,255 1,236,607

営業外収益   

受取利息 2,989 5,698

受取配当金 1,277 1,912

投資有価証券売却益 2,057 914

保険解約返戻金 8,000 -

受取保険金 3,006 7,373

その他 20,592 17,032

営業外収益合計 37,924 32,930

営業外費用   

支払利息 124,589 164,504

社債発行費 2,713 -

その他 5,451 12,337

営業外費用合計 132,754 176,842

経常利益 803,425 1,092,695

特別利益   

固定資産売却益 4,459 196

特別利益合計 4,459 196

特別損失   

固定資産除却損 － 2,844

特別損失合計 － 2,844

税金等調整前中間純利益 807,884 1,090,047

法人税、住民税及び事業税 225,538 363,641

法人税等還付税額 △13,278 -

法人税等調整額 21,638 10,608

法人税等合計 233,898 374,249

中間純利益 573,985 715,797

非支配株主に帰属する中間純利益 25,643 7,069

親会社株主に帰属する中間純利益 548,342 708,728
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 573,985 715,797

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,527 △2,783

その他の包括利益合計 △1,527 △2,783

中間包括利益 572,457 713,014

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 546,762 705,128

非支配株主に係る中間包括利益 25,695 7,885
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 807,884 1,090,047

減価償却費 299,871 304,061

のれん償却額 6,476 4,536

賞与引当金の増減額（△は減少） △72,000 △76,845

貸倒引当金の増減額（△は減少） 29,028 13,904

受取利息及び受取配当金 △4,267 △7,610

投資有価証券売却損益（△は益） △2,057 △914

保険解約返戻金 △8,000 －

受取保険金 △3,006 △7,373

支払利息及び社債利息 124,589 164,504

社債発行費 2,713 －

固定資産売却損益（△は益） △4,459 △196

固定資産除却損 － 2,844

売上債権の増減額（△は増加） △47,404 105,796

棚卸資産の増減額（△は増加） 799,922 △1,823,629

営業貸付金の増減額（△は増加） △517,367 △1,044,250

破産更生債権等の増減額（△は増加） △6,999 52,570

前渡金の増減額（△は増加） 23,274 47,096

仕入債務の増減額（△は減少） 79,791 △29,628

未払消費税等の増減額（△は減少） △69,147 △24,376

前受金の増減額（△は減少） △214,205 81,467

前受収益の増減額（△は減少） 49,228 40,631

未払金の増減額（△は減少） △35,089 △59,876

その他 △583 8,931

小計 1,238,192 △1,158,306

利息及び配当金の受取額 2,015 7,610

利息の支払額 △136,298 △179,775

保険金の受取額 11,006 7,373

法人税等の還付額 13,278 －

法人税等の支払額 △264,571 △303,075

営業活動によるキャッシュ・フロー 863,622 △1,626,173

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △285,417 △648,384

有形固定資産の売却による収入 7,167 196

無形固定資産の取得による支出 △8,751 △4,624

長期前払費用の取得による支出 △3,249 △2,246

投資有価証券の取得による支出 △392 △42,011

投資有価証券の売却による収入 11,987 12,873

貸付けによる支出 － △37,000

貸付金の回収による収入 － 30,000

敷金及び保証金の差入による支出 △1,270 △549

敷金及び保証金の回収による収入 161 142

その他 － 7,120

投資活動によるキャッシュ・フロー △279,764 △684,485
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  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 112,400 2,227,766

長期借入れによる収入 643,000 1,192,358

長期借入金の返済による支出 △1,303,995 △916,807

社債の発行による収入 147,286 －

リース債務の返済による支出 △3,128 △2,295

配当金の支払額 △41,489 △54,754

財務活動によるキャッシュ・フロー △445,926 2,446,267

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 137,931 135,608

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 464 －

現金及び現金同等物の期首残高 3,902,394 4,493,769

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 4,040,789 ※ 4,629,377
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更等）

　　　　　該当事項はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（中間連結貸借対照表関係）

　　※資産の保有目的の変更

前連結会計年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）

保有目的の変更により、固定資産から販売用不動産への振替を行っております。

地域 種類 用途 振替額（簿価）

福岡県 土地 販売用不動産 669,865千円

福岡県 建物等 販売用不動産 173,625千円

保有目的の変更により、販売用不動産から固定資産への振替を行っております。

地域 種類 用途 振替額（簿価）

福岡県 土地 賃貸等不動産 143,572千円

福岡県 建物等 賃貸等不動産 59,199千円

佐賀県 土地 賃貸等不動産 20,764千円

佐賀県 建物等 賃貸等不動産 8,180千円

 

当中間連結会計期間（自2026年４月１日　至2026年９月30日）

　該当事項はありません。

 

 

 

（中間連結損益計算書関係）

　　※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

給与手当 298,909千円 309,030千円

のれん償却額 6,476千円 4,536千円

賞与引当金繰入額 31,411千円 32,305千円

貸倒引当金繰入額 32,973千円 13,904千円
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 4,040,789千円 4,629,377千円

現金及び現金同等物 4,040,789千円 4,629,377千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2025年４月１日　至2025年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月14日

取締役会
普通株式 41,489 10.00 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金

 

　２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2026年４月１日　至2026年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月14日

取締役会
普通株式 53,935 13.00    2026年３月31日    2026年６月25日 利益剰余金

 

　２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2025年４月１日　至2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

 不動産事業
マンション

管理事業
賃貸事業

家具・家電

レンタル事業

ソフトウェア

事業

ファイナンス

事業
建設事業

売上高        

一時点で移転される財 5,037,376 341,408 52,225 7,097 76,652 61,360 1,013,623

一定の期間にわたり移転

される財
1,800 827,569 51,165 － 42,652 － 63,531

顧客との契約から生じる

収益
5,039,176 1,168,978 103,390 7,097 119,305 61,360 1,077,154

その他の収益 22,258 － 592,867 381,156 － 144,130 36,833

外部顧客への売上高 4,987,671 1,055,814 641,945 388,141 118,582 202,747 1,046,884

セグメント間の内部売上

高又は振替高
73,763 113,163 54,312 112 723 2,742 67,103

計 5,061,435 1,168,978 696,257 388,253 119,305 205,490 1,113,988

セグメント利益 480,088 63,865 262,141 8,880 30,838 99,090 29,874

 

    （単位：千円）

 報告セグメント その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

中間連結損益計算書

計上額（注３） 計

売上高      

一時点で移転される財 6,589,743 94,049 6,683,793 △185,059 6,498,733

一定の期間にわたり移転

される財
986,718 21,392 1,008,110 △73,234 934,875

顧客との契約から生じる

収益
7,576,461 115,441 7,691,903 △258,294 7,433,609

その他の収益 1,177,246 5,819 1,183,066 △53,626 1,129,439

外部顧客への売上高 8,441,787 121,261 8,563,048 － 8,563,048

セグメント間の内部売上

高又は振替高
311,921 － 311,921 △311,921 －

計 8,753,708 121,261 8,874,969 △311,921 8,563,048

セグメント利益 974,779 27,034 1,001,813 △103,558 898,255

 
（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他附帯事業等を含んでおりま

す。
　　　２　セグメント利益の調整額△103,558千円は、セグメント間取引消去額△2,471千円、のれん償却額△6,476千

円、その他の調整額4,299千円、全社損益△98,910千円を含んでおります。全社損益は、当社におけるグループ
会社からの経営指導料及びグループ管理に係る費用であります。

　　　３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　　　４　その他の収益は「金融商品に関する会計基準」に基づく利息収入及び「リース取引に関する会計基準」に基づ

く賃貸料収入等であります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 該当事項はありません。

 

 

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2026年４月１日　至2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

EDINET提出書類

ビジネス・ワンホールディングス株式会社(E05325)

半期報告書

18/24



 報告セグメント

 不動産事業
マンション

管理事業
賃貸事業

家具・家電

レンタル事業

ソフトウェア

事業

ファイナンス

事業
建設事業

売上高        

一時点で移転される財 4,453,127 277,924 65,898 14,956 69,943 108,839 1,040,832

一定の期間にわたり移転

される財
1,800 899,931 54,685 - 48,659 - 297,599

顧客との契約から生じる

収益
4,454,927 1,177,855 120,584 14,956 118,602 108,839 1,338,431

その他の収益 14,888 - 664,013 388,971 - 183,807 35,874

外部顧客への売上高 4,357,658 1,033,594 724,390 401,422 117,602 290,176 1,191,657

セグメント間の内部売上

高又は振替高
112,156 144,260 60,207 2,505 999 2,470 182,648

計 4,469,815 1,177,855 784,598 403,927 118,602 292,646 1,374,306

セグメント利益 753,915 41,887 314,993 20,719 35,441 149,276 29,053

 

    （単位：千円）

 報告セグメント その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

中間連結損益計算書

計上額（注３） 計

売上高      

一時点で移転される財 6,031,521 90,512 6,122,033 △258,041 5,863,992

一定の期間にわたり移転

される財
1,302,675 22,263 1,324,939 △191,321 1,133,617

顧客との契約から生じる

収益
7,334,196 112,776 7,446,972 △449,363 6,997,609

その他の収益 1,287,555 300 1,287,855 △56,186 1,231,669

外部顧客への売上高 8,116,502 112,776 8,229,278 - 8,229,278

セグメント間の内部売上

高又は振替高
505,249 300 505,549 △505,549 -

計 8,621,752 113,076 8,734,828 △505,549 8,229,278

セグメント利益 1,345,287 3,532 1,348,820 △112,213 1,236,607

 
（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他附帯事業等を含んでおりま

す。
　　　２　セグメント利益の調整額△112,213千円は、セグメント間取引消去額△8,062千円、のれん償却額△4,453千

円、その他の調整額△3,204千円、全社損益△96,492千円を含んでおります。全社損益は、当社におけるグルー
プ会社からの経営指導料及びグループ管理に係る費用であります。

　　　３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　　　４　その他の収益は「金融商品に関する会計基準」に基づく利息収入及び「リース取引に関する会計基準」に基づ

く賃貸料収入等であります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

　　有価証券の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。

（デリバティブ取引関係）

　　デリバティブ取引に重要性がありませんので、記載を省略しております。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

　１株当たり中間純利益 132円17銭 170円82銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

中間純利益　　　　　　　　　（千円）
548,342 708,728

普通株主に帰属しない金額　　　　　（千円） － -

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益　　　　　　　　　（千円）
548,342 708,728

普通株式の期中平均株式数　　　　　　（株） 4,148,900 4,148,900

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。
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２【その他】

　2026年５月14日開催の取締役会において、次の通り剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・53,935千円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・13円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・2026年６月25日

（注）2026年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

EDINET提出書類

ビジネス・ワンホールディングス株式会社(E05325)

半期報告書

22/24



 
 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

2026年11月12日

ビジネス・ワンホールディングス株式会社

取締役会　御中
 

監査法人ハイビスカス

北海道札幌市

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 堀口　佳孝

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 北村　ルミ子

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているビジネス・ワン

ホールディングス株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１

日から2026年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ビジネス・ワンホールディングス株式会社及び連結子会社の2026

年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお

いて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の
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結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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